
５年度

実施 区生

実施 総

実施 会

計画

· 土地賃貸料
· 土地売払代金（法定外公共物）
· 自動車駐車場
· 行政財産目的外使用料（自動販売機 等）

· 返礼品を伴う寄附の受け入れ
· クラウドファンディングの活用

· 広告料（あらかわ区報、ホームページバナー）
· 広告収入拡充策の検討

等

　厳しい財政状況に対応するため、財政基盤の強化を図り、中長期にわたる計画的な収支のバランスを図り、健全な財政の推進を
図ります。

自主財源の確保

更なる徴収率向上による区税収入の安定的な確保はもとより、土地や建物等の売却・貸付等に
より資産の有効活用を図るほか、自動販売機の設置や広告掲載料、あら坊グッズの売上等、
様々な方法を駆使して自主財源の確保に努めます。

実施

実施

財政基盤の強化ＮＯ ３－１ 項目

ＮＯ

その他

３－１－１ 項目

ふるさと納税制度の活用

項目

内容

４年度（見込）

財産収入

· 特別徴収の推進
· スマートフォン決済アプリ納付等、多様な収納方法による納付の推進
· 口座振替による納付の推進

基金の効果的な運用 SDGｓ債による基金の運用

区税収入

管

総
区広

３ 財務戦略 ～財政基盤の強化～

３

財
務
戦
略
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５年度

検討 環

実施 健

検討 子

計画

ごみの有料化

がん検診受診料の一部有料化

あらかわ遊園入園料及び使用料
等の見直し

家庭ごみの有料化検討

胃がん検診（内視鏡）における自己負担金

· 入園料・遊戯施設使用料の料金形態の見直し
（年間パスポート等）

項目

ＮＯ

検討

内容

４年度（見込）

使用料、施設利用料

３－１－２ 項目

· 新公会計制度を活用した施設利用における使用料等の検討
· その他施設利用における、実費負担等、受益者負担の検討

負担の適正化

区が提供するサービスに関する施設使用料や保育料、家庭ごみの有料化等について、社会経済
状況の変化等を踏まえ、適正な基準に基づき、負担の適正化を図るよう検討します。

全
て
の
部

３

財
務
戦
略
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５年度

実施

実施

計画

４年度（見込）

令和4年12月1日現在
実施（86件、約475万円）

実施（1件、約48万円）

· 口座振替による納付の推進
· 督促の早期実施
· 事前納付の促進

長期未収私債権の整理

弁護士への債権回収委託等によ
る法的措置

債権管理の適正化

負担の公平性の観点等から、貸付金制度等における債権について、未収債権が発生しない仕組
みへの転換を図るとともに、未収債権への早期対応に努め、債権の適正な管理を徹底・強化しま
す。

実施

ＮＯ ３－１－３ 項目

項目

未収債権が発生しない取組

内容

会

３

財
務
戦
略
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５年度

実施

計画

実施

区税等の支払方法の拡充

徴収体制の強化

４年度（見込）

実施

内容
負担の公平性の観点から特別区民税や保険料等の収納率の向上を図るため、現年度滞納者へ
の早期対応等の取組を強化するとともに、納付の利便性を向上するなど一層の収納促進を図り
ます。

実施

項目

納付案内センターの設置

収納率の向上ＮＯ ３－１－４ 項目

· 債権差押・公売等の多様な方法による滞納整理
· 研修受講等による職員資質向上
· 債権の徴収目標値の設定と進行管理
· 滞納者ごとへのきめ細やかな対応
· 口座振替の勧奨
· 東京都・他区と連携した滞納整理の取組
· 納付催告の強化
· SMSを活用した催告
· 多言語対応による外国人滞納者への徴収強化

· コンビニ収納
· ペイジー収納
· クレジットカード収納
· モバイルレジ・クレジット収納
· スマートフォン決済アプリ納付
· ペイジー口座振替受付サービス
· Web口座振替受付サービス

区生
福

会計
３

財
務
戦
略
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５年度

実施

実施

実施

検討

―

計画

【東尾久三丁目児童遊園・東尾久ひろば館】
· 東京消防庁への売却

３－１－５

内容

資産の有効活用

区有財産等について有効活用を図ります。また、施設の廃止等により、事業計画のない用地等
は適正に管理するとともに、可能であれば売却処分します。

ＮＯ

項目

資産の有効活用

４年度（見込）

【旧道灌山中学校】
· 倉庫・駐車場・駐輪場として暫定利用

【旧真土小学校】
· 広場として暫定利用

【旧小台橋小学校】
· 小台橋保育園運営（民設民営化）
· 荒川遊園拡張用地として暫定利用

【旧八ヶ岳学校キャンプ場】
· 検討

項目

管
総
子
福

区生
防 ３

財
務
戦
略
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５年度

実施

状況に応じて改定

実施

新たな補助等に係る情報の庁内共有を徹底し、一般財源の充当を予定している事業や翌年度以
降実施を予定している事業であっても、可能な限り財源の確保に努める。
※款別に補助金が多いところは上位３つを記載しています。

計画

等

等

新公会計制度に基づく財務諸表等を用いた活用・管理

国からの財源確保

【民生費】
· 保育所等整備交付金
· 保育対策総合支援事業費補助金
· 子ども・子育て支援交付金

等

【衛生費】
· 感染症予防対策事業費
· 母子保健事業費
· 新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費

【土木費】
· 社会資本整備総合交付金
· 無電柱化推進事業費
· 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金

【教育費】
· 学校施設整備費
· 理科教材費
· 教育事業費

等

実施

実施

【総務費】
· 地方創生臨時交付金
· 遺跡発掘調査等事業費

ＮＯ ３－２ 項目

ＮＯ ３－２－１ 項目 財政健全化に向けた総合的な取組

項目

財政指標による点検

内容

起債の適正な活用・管理

財政フレームの策定 社会経済情勢等を踏まえたフレームの改定

４年度（見込）

健全化判断比率、経常収支比率等による点検

等

健全な財政の推進

厳しさを増す経済状況と今後の新たな行政ニーズへの適切な対応を図るため、財政フレームの
策定により区の財政見通しを明らかにするとともに、中長期的な視点による財政負担の軽減・平
準化など財政健全化のための方策について検討を行います。

実施

実施

実施

総
会

全
て
の
部

３

財
務
戦
略
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５年度

計画

【総務費】
· 防犯設備等整備事業費

【民生費】
· 待機児童解消区市町村支援事業費
· 保育士等キャリアアップ補助金
· 子ども・子育て支援交付金

等

【衛生費】
· 医療保健政策区市町村包括補助事業費
· 出産・子育て応援事業費
· 健康増進事業費

等

【環境清掃費】
· 東京都区市町村との連携による地域環境力活性化事業補助金

【産業経済費】
· 商店街チャレンジ戦略支援事業補助金
· 区市町村観光インフラ整備支援補助金
· 地域産業デジタル化推進事業費補助金

都からの財源確保

実施

実施

実施

新たな補助等に係る情報の庁内共有を徹底し、一般財源の充当を予定している事業や翌年度以
降実施を予定している事業であっても、可能な限り財源の確保に努める。
※款別に補助金が多いところは上位３つを記載しています。

項目
４年度（見込）

実施

等

【土木費】
· 不燃化推進特定整備事業費
· 都市計画交付金
· 密集住宅市街地整備促進事業費

等

【教育費】
· 東京都地域学校協働活動推進事業補助金
· 学校施設整備費
· 東京都スクールソーシャルワーカー活用事業補助金

等

実施

実施

実施

全
て
の
部

３

財
務
戦
略
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５年度

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

計画

【教育費】
· 学校保健特別対策事業費補助金

【民生費】
· 東京都子供・子育て支援交付金（特例措置分）
· 新型コロナウイルス感染症による保育施設等の臨時休園等に対する支
援事業補助
· 私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金

【衛生費】
· 新型コロナウイルス感染症区市町村緊急包括支援事業費（医療分）

項目

新型コロナウイルス感染症対策
に関する補助金等（国）

新型コロナウイルス感染症対策
に関する補助金等（都）

【民生費】
· 子ども・子育て支援交付金（特例措置分）
· 保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善等事業）

【衛生費】
· 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費

【教育費】
· 東京都公立学校情報機器整備支援事業補助金
· 公立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金

４年度（見込）

【総務費】
· 文化芸術振興費補助金（文化施設の感染拡大予防・活動支援環境整備
事業）
· 地方創生臨時交付金

全
て
の
部

３

財
務
戦
略
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５年度

分類・検証
（４年サイクルの２年
目）

総

検討 管

項目３－２－２ＮＯ

【管理】
· 職員研修業務
· 各種情報システムの運用保守
【産業】
· 事業承継支援業務
· 創業支援施設運営業務
· 就労支援業務（若年者、女性、高齢者）
· 被保護者等就労支援業務
【福祉】
· 高齢者居宅介護支援業務（被保護者）
· 精神保健福祉支援業務（被保護者）
· 金銭管理支援業務（被保護者）
· 要介護認定業務
· 精神障がい者及びその家族等への相談支援業務
· 地域包括支援センター業務
· 診療報酬明細書内容点検・健康管理支援及び医療扶助· 介護扶助事務
（被保護者· 中国残留邦人）
【健康】
· ボウフラ駆除剤投入作業
· 新型コロナウイルス感染症自宅療養者への支援（食料等配達委託、派遣
看護師による健康観察）
【スポーツ】
・あらかわ遊園スポーツハウス管理運営業務
・区営運動場管理運営業務
【教育・子育て】
· 児童手当等業務
· 放課後子ども総合プラン事業
· 放課後子ども教室事業
· 学童クラブ事業
· 学校等給食調理業務

内容
徹底した行財政改革の取組を推進することで、区財政の歳出を抑制し一層の経費削減を図りま
す。

項目

サンセット方式による事業の見
直し【再掲】

電話料金の節減【再掲】

電力の一括調達による電気料金
の節減【再掲】

区直営施設の電力一
括調達の実施

実施

行財政改革の推進による経費削減等の取組

総
環

全
て
の
部

計画

４年度（見込）

· 区直営施設への新電力導入及び一括調達の実施
· 指定管理施設への新電力導入及び一括調達の実施（令和４年度をもっ
て一時中止）

利用回線等の見直し検討

事業執行の効率化【再掲】

実施方法の改善検討（４年サイクルの１年目）

３

財
務
戦
略
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５年度

実施

実施

実施

· BPR（令和４年度）
の結果を踏まえた具
体的な業務改善の実
施（国保年金課）
· BPR（令和５年度）
の実施

実施 総

実施

実施

実施
（児童養護施設）
開設

子

４年度（見込）

【デジタル化による業務の効率化】
· 庶務事務システムの利用拡大
· 校務支援システムの運用
· AI（人工知能）を活用した保育園入園審査システムの運用
· AI（人工知能）を活用した教育相談機能の充実及び児童虐待事案への対
応検討
· デジタル化による国民健康保険料等口座振替登録の推進
· 児童相談システムの運用
· RPAの運用（保健予防課)
· RPAの導入（職員課・戸籍住民課・介護保険課・子育て支援課）
· 避難行動要支援者名簿システムの運用

BPR（令和４年度）の実施（国保年金課）

【民間事業者の誘致】
· 保育所
· 児童養護施設

【指定管理者制度の活用】
· 指定管理者による施設運営（53施設）
· 制度の見直し

【民間事業者の誘致】
· 都市型軽費老人ホーム
· 特別養護老人ホーム

【民間事業者の誘致】
· 認知症高齢者グループホーム
· 小規模多機能型居宅介護
· 定期巡回・臨時対応型訪問介護看護
· 小規模特別養護老人ホーム
· 障がい者グループホーム

計画

BPR（令和２年度）の結果を踏まえた具体的な業務改善の実施（税務課、
清掃リサイクル推進課、介護保険課、会計管理課）

BPR（令和３年度）の結果を踏まえた具体的な業務改善の実施（戸籍住民
課）

【安全安心】
· 不燃化特区制度に係る各戸訪問
· 道路· 公園等維持管理業務
· 安全安心パトロール業務
· 西日暮里自転車置場の管理運営業務
【その他区民向け事業】
· 賦課徴収業務（税務）
· 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金業務
· 派遣· 委託によるコールセンター事務（マイナンバーカード交付業務、新
型コロナウイルス感染症電話相談対応業務、子育て世帯への臨時特別給
付金申請受付業務）
· 納付案内センター（国民健康保険、後期高齢者医療制度、介護保険、特
別区民税、保育料等）
· 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金業務
· 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金業務

公募による運営事業者の誘致
運営
（民営化）

実施

区立保育園の在り方・管理運営
の見直し【再掲】

項目

事業執行の効率化
【再掲】【続き】

AI・RPA等ICTを活用した業務の
効率化【再掲】

施設の管理運営の見直し【再掲】

全
て
の
部

総
区生
管
福
会

子

福

BPR手法を活用した業務の見直
し【再掲】

３

財
務
戦
略
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５年度

実施 総

実施

実施

開設

状況に応じて改定 総

実施 管

· 公共施設等総合管理計画の推進
· 個別施設計画の策定作業（長寿命化への対応）
· 施設の統廃合の検討

【都市型軽費老人ホーム、特別養護老人ホーム】
· 都市型軽費老人ホーム（計6施設）

【認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・
随時対応型訪問介護看護、小規模特別養護老人ホーム】
（計24施設）

社会経済情勢等を踏まえたフレームの改定

定員管理計画策定に向けた検討

民間事業者による福祉施設の誘
致【再掲】

財政フレームの策定【再掲】

職員の適正配置及び総数管理

民間事業者による保育所等の誘
致【再掲】

実施

【児童養護施設】
· 整備

【認可保育園、認定こども園、認証保育所の開設支援】
· 認可保育園
（1施設開設）
· 認証保育所
（開設施設なし）
· 認可保育園、認定こども園、地域型保育事業、認証保育所の施設数
（計76施設）

【障がい者グループホーム】
· 整備費、運営費補助の実施
· グループホーム　計19事業所

実施

項目
計画

４年度（見込）

福

子

公共施設の在り方検討【再掲】

３

財
務
戦
略
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５年度
項目

新公会計制度【再掲】

新公会計制度研修

新公会計制度の推進

正確な財務状況を把握し、限られた資源の効果的・効率的な活用を図るとともに、コスト意識の
醸成と鋭敏な経営感覚を確立するため、新公会計制度の活用を進めます。

実施

実施

ＮＯ ３－２－３ 項目

· 新公会計制度に基づいた包括年次財務報告書の作成・公表
· 新公会計制度に関する研修
· 新公会計制度に係る公認会計士との連携
· 先進自治体と連携した、更なる新公会計制度の調査・研究
· 財務諸表パンフレットの発行

【専門家（公認会計士等）による研修】
· 財務諸表の実践的読み解き方研修
· 能力開発研修
【職員による研修】
· 財務諸表作成研修
· 能力開発研修「会計事務研修」
· 新任研修「会計事務研修」
· 新公会計制度執行事務研修

４年度（見込）

計画

会

内容

３

財
務
戦
略
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